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三井住友FL、資産管理システムに分散型台帳　DX支援

　リース大手の三井住友ファイナンス＆リース（ＦＬ）は2024年度から、顧客などに販売している資産管理システムにブロ
ックチェーン（分散型台帳）技術を導入する。システム上で安全に資産を管理し、一部で残っていた紙のやり取りを電子化
に置き換える。事務作業の効率化を後押しすることで導入企業の需要を取り込む。

　米国でデジタル証券を発行するバターロ社と共同で開発し、このほど実証実験を終えた。これまでは資産管理の過程で紙
媒体の保管を余儀なくされたり、データを手入力したりする場合があった。データの改ざんが難しいブロックチェーンの特
性を活用し、システム上で安全に情報を管理できるようにする。三井住友リースが21年に提供を始めた「アセットフォー
ス」に実装する見込みだ。

　まずは24年度中に子会社のＳＭＦＬレンタルに導入する。修繕記録の保管や貸出時に生じていた紙のやり取りを電子化に
置き換え、在庫管理を高度化する。外部顧客にも販売する。

　三井住友ＦＬは、システム上で不動産などの実物資産を裏付けとしたデジタル証券の発行も検討する。デジタル証券はブ
ロックチェーン技術を使った証券で、セキュリティートークン（ＳＴ）とも呼ばれる。導入企業が自社の資産をシステム上
で小口化し、ＳＴを発行できるようにする。将来的には直接投資家に販売できる仕組みも整える。
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